
Ⅰ. 問題意識と研究の目的
１. 背景と問題意識
　近年わが国では,「福祉から雇用へ」というワーク
フェア政策を背景に,福祉施策下の障害者就労支援
の関係者の間で,一般企業等での就労を最終的な
ゴールとする「就労支援」の重要度・優先度が高まって
いる.この傾向は,「障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律（以下,障害者総合支援
法）」に規定される就労継続支援の現場にまで広がっ
てきている.例えば,伊藤（2013:111-144）は,2010年
に就労継続支援A型の事業所（以下,A型事業所）の
全国調査を実施し,当時のA型事業所の4割強が「一
般就労に移行するのが原則」という方針を有し,「A型
事業所を終身雇用の場と捉えている」のは１割に満た
なかったという意識調査の結果を報告した.特に新規
参入の事業所の方が「一般就労に移行するのが原
則」とする傾向が強かったことから,A型事業所の役割
意識は「一般就労への移行」へと拡大したと主張して
いる.同時に同調査では,実際の一年間の一般就労移
行者数が,１事業所あたり0.86人に留まっていること
も明らかになったため,伊藤は,現場のA型事業所の役
割意識が一般就労に向けた支援機能へと拡大しつつ

あるにも関わらず,実態の方は未だ追い付いていない
と解釈した.そしてILOによる保護雇用の基準との比較
も踏まえて,就労継続支援A型に一般就労に向けた支
援機能を制度的に位置づけていくべきと結論づけてい
る.この他にも例えば,NPO法人就労継続支援A型事
業所全国協議会（以下,全Aネット）は,直近の報告書
の中で「A型事業所内の質の高い働き方の実現」や「よ
り重度な障害者に対するA型事業所の対応」などと共
に「A型事業所利用者の一般就労の促進」をA型事業
所の課題の一つに挙げている（全Aネット2018）.これ
らのことから,就労継続支援A型に一般就労に向けた
支援機能を位置付けるという考え方は,かなりの程度
浸透してきているように思われる.
　一方で,就労移行支援とは異なる意味を持つ就労
継続支援に対して,一般就労に向けた支援機能を位
置付けるという制度的な変更がなされた時に,それが
期待通りに作用するかについては,今の所未知であり,
あまり楽観的な予測はできない.特に,先述の通り就労
継続支援A型では,一般就労に向けた支援機能を位
置づけるという考え方が,相当に受け入れられつつある
ように思われるけれども,しかし,その効果性や効率性
については,これまでに十分に検討されてきたわけでは
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なく,実証的根拠に至っては一切存在しない.むしろ,
詳しくは後述するが,現在の就労支援制度体系が,授
産施設の機能を分化する形で整理されてきたという
制度創設の経緯や,積極的に生産活動を行い事業売
上を上げることが不可欠な就労継続支援の事業所に
特有の「実践の場の構造」を考慮すると,就労継続支
援A型に対して一般就労に向けた支援機能を位置づ
けるのは,それほど合理的な判断とは思えない.また場
合によっては,合理的でないだけに止まらず,一般就労
の困難な障害者に賃金を支給するという就労継続支
援A型に固有の機能に対し阻害的に作用するのでは
ないか,といった懸念さえ覚えるのである.

２. 研究の目的
　本研究の目的は,一般就労の困難な障害者に賃
金を支給するという固有の機能を持つ就労継続支
援A型に,さらに一般就労に向けた支援機能までを
位置づけることの影響を検討し,将来の就労継続
支援A型の発展の方向性について議論することであ
る.そのためにまず,先行研究（塩津2016a）のデータ
を活用して「二次分析」（American	Psychological	
Association:APA=2011:2）を実施し,「賃金の向上」と
「一般就労への移行」という二つの成果がどのような
関係にあるかを探究する【フェーズ１】.次に,現職の障
害者就労支援の実践家を対象とした研究公開フォー
ラムを開催し,フェーズ１で得られた分析結果と暫定
的な解釈に対する見解をフォーカス・グループにより
把握する【フェーズ２】.フェーズ２は,二次分析の結果
の解釈の妥当性を確認するための「メンバー・チェック」
（Teddlie	&	Tashakkori	=2017:212-213）として
機能する.本研究は,現在の就労継続支援A型に一般
就労に向けた支援機能を位置付けるという制度的変
更が,そこで働く障害者の賃金にどのような影響を及
ぼす可能性があるかを,定量的手法と定性的手法の
両方を用いて推定する混合型研究（Mixed	Methods	
Research:MMR）である.

Ⅱ. 研究の視点と方法
１. 本研究の哲学的仮定
　一般に定量的手法と定性的手法では,認識論,存在
論,価値論など研究を実施する上での基礎（原理）が
異なると言われる（Lincoln	&	Guba	1985:37）.その
ため混合型研究を実施する際には,前提となる哲学的
仮定を自明のものとはせず,明示しておくことが肝要と

の指摘がある（抱井2018）.こういった指摘を踏まえて,
ここでは本研究の哲学的仮定を明確にしておきたい.
本研究は,効果的かつ効率的な社会的な施策の
形成を志向するEvidence	Based	Policy	Making
（EBPM）の考え方に基づき,施策の合目的性を重視
する立場をとる.そこで実証研究が担う役割とは,当
該施策の実績について客観的な分析と解釈をし,手
段とその結果をめぐる「因果的信念（Causal	beliefs）」
（Goldstein	&	Keohane	1993）を提示することであ
ると考える.このような因果的信念は,道義的信念（規
範）と共に,施策の発展の方向性を規定する要因とし
て重要である（秋吉ほか2010:186-187）.要するに本
研究の前提には,実証研究を通じて妥当な因果的信
念が提示され,それが広く関係者の信念として内在化
されれば,施策の形成に影響を与えられる可能性があ
るという仮定ないし期待がある.
　一方で,因果的信念の提示に際しては,純粋な実証
主義のように結果に先立って真の原因が実在し,それ
により結果の説明が可能であるとは仮定していない.あ
くまでも,さまざまな解釈の中から,合目的的な施策の
形成という価値に関わって選択するものであると仮定
する.また,実質的に施策は漸進的にしか形成されない
という「インクリメンタリズム」（Lindblom	1959）の考
え方の下に,現行の法制度を前提とした現実的な示
唆を重視する.この意味で本研究は,実用主義的世界
観（Pragmatism）に根差していると言える.

２. 本研究の着眼とその理由
　就労継続支援A型に一般就労に向けた支援機能
を位置付けることを不合理と考える理由として,１）	障
害者就労支援制度の創設経緯,２）	就労継続支援の
事業所に特有の「実践の場の構造」,の二点を挙げる.

１） 障害者就労支援制度の創設経緯
　現在の福祉施策下における障害者就労支援の制
度体系は,歴史的な授産施設の機能についての議論
を踏まえて,その機能を分化する形で整理されてきたと
いう経緯がある（朝日2006）.この授産施設の機能に
ついての議論には大きく二つの立場があった.一つは,
授産施設が,制度上「訓練の場」と位置付けられてい
たにも関わらず,実態としては多くが「就労の場」となっ
ており,一般就労への移行率が年間１-２%程度とい
う低水準に止まっていた点を問題とする立場で,授産
施設の一般就労に向けた支援機能をもっと強化すべ
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きという議論である.もう一つは,既に多くの授産施設に
「就労の場」としての実態がありながら,「訓練の場」と
しての制度上の位置づけが足かせとなって,労働関係
法が適用されず労働者としての権利が保障されてい
ない点を問題とする立場で,その後の福祉工場制度の
創設といった動きにもつながった議論である.ちなみに
この福祉工場制度は,社会福祉法人が一般就労の困
難な障害者を雇用する企業を経営することを期待する
ものであったが,実際には経営基盤の問題がネックと
なってそれほど普及しなかった.
　このような議論や試行錯誤を経て,授産施設の機能
を分化し,それぞれが固有の機能を担うことを期待し
て再編成されたのが,現在の就労移行支援,就労継続
支援A型（雇用型）及びB型（非雇用型）という整理で
ある.とすれば,こうした経緯を踏まえて,それぞれの固
有の機能をさらに先鋭化させていくという方向性が,
今後の発展の方向性として自然ではないだろうか.就
労継続支援A型であれば,一般就労の困難な障害者
に,働き甲斐のある本物の仕事を提供し,高い賃金を
支給することを通じて,労働者としての権利を保障する
ことに,これまで以上に注力するのが順当であると言え
よう.他方,冒頭で述べた就労継続支援A型に対して
一般就労に向けた支援機能を制度的に位置づけてい
くといった方向性には疑問が残る.

２） 就労継続支援の事業所に特有の「実践の場の構
造」

　現在,就労継続支援は,就労移行支援と共に障害
者総合支援法に規定されていることから,障害福祉
サービスの一種として理解されている.しかしながら,こ
れまでに指摘されてきた通り,就労継続支援の事業所
というのは,障害者に福祉サービスを提供すると同時
に,積極的に生産活動を行い事業売上を上げ,賃金・
工賃として分配する「事業体」の側面も持ち合わせた
組織である（塩津2016a;2016b）.このような組織にお
ける実践のあり方は,他の障害福祉サービスのそれと
は自ずと異なるものとなる.
　図１を用いてより詳しく説明する.就労継続支援の
事業所では,目的として法に規定されている「通常の
事業所に雇用されることが困難な障害者に就労の機
会を提供する」ために,積極的に生産活動を行い事業
売上を上げる.この活動の中で,職員は障害者に対し
て,支援者の役割をとり,障害者は利用者の役割をと
ることとなる.ところが,就労継続支援では,通常の福祉

サービスのようにこのような支援者-利用者といった二
者の関係性で割り切ることはできない.顧客の存在と
事業売上なしに就労継続支援の場は成立し得ないか
らである.職員は,第三者である顧客に対して,また別の
異なる役割を求められる.通常は,労働者としての障害
者と連帯して,顧客に販売する製品・サービスの質に
責任を負う事業者の役割をとることとなる.そして,実は
この後者の役割は「一般就労の困難な障害者に就労
の機会を提供し,賃金・工賃を支給する」ことを念頭に
置いた時に極めて重要なもので,就労継続支援,とりわ
けA型においては,その実践の本質的な部分であるとさ
え言える.
　就労継続支援は,上記の通り通常の福祉サービス
にはない複雑な「実践の場の構造」を有する.就労継
続支援A型における実践の本質部分は,一般就労に
向けた支援機能とは大分異なる性質のものである.そ
のため両方を矛盾なく両立させることは相当に困難で
あることが予想される.それにも関わらず,もし,就労継
続支援A型に対して一般就労に向けた支援機能を半
ば強引に位置付けたならば,その実践のあり様は散漫
なものとならざるを得えないだろう.結果的に,就労継
続支援A型に固有の機能にまで負の影響が及ぶこと
になるといった懸念は,一定の説得力のある推論と言
える.
	
３. 研究のデザインと具体的方法
１） 混合型研究のデザイン
　研究の目的で示した通り,本研究は二つの研究
フェーズから成る混合型研究であり,中でもCreswell	
&	Plano	Clark（=2010:74-79）の「埋め込みデザイ
ン」に相当する.埋め込みデザインは,例えば,相関関係
研究のような定量的研究の中に定性的研究を埋め込
んで実施する研究デザインで,補足的に定性的研究を

図1　実践の場の構造

−	27	−

塩津　博康　就労継続支援A型の制度的位置づけの変更が及ぼす影響と発展の方向性の検討 27



実施し定量的研究の理解を深めることに役立てるとい
う特徴がある.特に定量的研究の結果が,それだけで
は上手く解釈できないような場合に有用性を発揮す
るデザインである.図2は,本研究の枠組みを,今日使用
されている混合型研究のデザインの表記方法に従っ
て便宜的に図示化したものである.QUANが大文字で
qualが小文字で表記されている理由は,本研究の中で
定量的研究がより主導的な位置にあることを示すもの
である.次にそれぞれの研究の具体的方法を示す.

	

２） フェーズ１：二次分析
①二次分析とは
　二次分析は「先行研究で扱われていない新しい
分析によって仮説を検証する研究」と定義され,APA
では実証研究に位置づけられている（American	
Psychological	Association=2011:2）.今回は,就労
継続支援A型に一般就労に向けた支援機能を位置付
けることによって,そこで働く障害者の賃金へ負の影響
があるのではないかと言う仮説的問題意識の下,「（事
業所の）月額平均賃金額」と「（事業所の年間の）一般
就労移行率」という二つの変数の関係に着目し,相関
分析等を新たに実施した.
②データセットの概要と分析に使用する変数
　二次分析に用いたデータは以下の手順により収集
されたものである.塩津（2016a）は,2014年10月に
厚生労働省に対し情報開示請求を行い,その時点の
全A型事業所の2013年度月額平均賃金実績リスト
（2,131事業所分）を入手した.このリストから無作為
に1,000事業所を抽出し質問紙郵送調査を実施した
（2015年２-３月）.304事業所（回収率30.4%）より返
送があり,開設1年未満の事業所等78事業所を除い
た226事業所がサンプルとなった.
　このサンプルの特徴を要約すると,事業所の所在地
は40都道府県にわたり,法人種別の構成割合は,社

会福祉法人（37.2%）,株式会社（28.3%）,NPO法人
（25.2%）,その他（9.3%）であった.主たる業種の構
成は,食品・飲食業（17.3%）,農・園芸業（16.8%）,清
掃・クリーニング業（13.3%）の順で多く,この上位３
業種で全体の47.4%を占めた.2013年度の年間事
業売上額は平均42,530,194円で,障害福祉サービ
ス事業の給付金収入等も含めた年間総収入額は平
均82,070,352円であった（総収入に占める事業売
上の割合は,平均37.9%（標準偏差24.2%）と算出さ
れた）.利用者定員は平均20.5人,実利用者数は平均
19.8人であった.これを支える現場の人員体制は,１事
業所あたりの職業指導員数が平均2.4人,生活支援員
数が平均1.4人,その他の職員数が平均0.5人であっ
た.過去一年間で一般就労移行者が一人もいない事
業所の割合は,54.5%で過半数を超えていた.そして,
本研究で相関分析に使用する変数である「月額平均
賃金額」については,平均71,118円（標準偏差33,482
円）で,「一般就労移行率」については,平均5.0%（標
準偏差7.7%）という状況であった.	
③仮説の検証方法
　分析にあたっての作業仮説は,「年間の一般就労移
行率が高い事業所ほど,事業所の月額平均賃金額は
低い」である.この仮説を検証するために,「月額平均賃
金額」と「一般就労移行率」の両変数の散布図作成,
相関係数の算出と有意性検定（Pearsonの積率相関
係数及びSpearmanの順位相関係数）,一般就労移
行者の有無によるグループ間の月額平均賃金額の有
意差検定（t検定）,及びコントロール変数を設定したサ
ブグループ分析を行った.

３） フェーズ2:フォーカス・グループ
①フォーカス・グループを実施する理由
　後述の通りフェーズ１では,一定の洞察が得られ
たが,統計学的に脆弱な面を含んでおり,より慎重に
実際的な観点からの解釈が必要と判断された.Katz
（=2013:23）は,研究過程に関係者を関与させる
ことの利点として「データの解釈」を挙げ,Morgan
（1988:11）は,フォーカス・グループが,研究結果の解
釈を得るという目的に対して有効であると提案してい
る.そこでフェーズ２で,二次分析により得られた分析
結果を実践家に提示して,解釈の妥当性について見解
を求めるフォーカス・グループを実施した.	
②実施日程・体制と参加者
　2018年２月14日に,障害者総合支援法に規定され

図2　本研究の枠組み
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る地域の協議会（自立支援協議会）の就労専門部会
が主催者として研究公開フォーラムの聴衆を募り,そ
の中で調査協力に同意した参加者を対象に,筆者が
フォーカス・グループを実施した.調査協力に同意した
参加者は15名で,経験年数は１年以内から10年以上
までとばらつきはあったが,全員が現職の障害者就労
支援の実践家であった.
③手順の詳細
　最初に,参加者に対して,本研究の目的は,就労継続
支援A型に一般就労に向けた支援機能を位置付ける
ことの影響を探究することであると説明した.次に,これ
までに進めてきた二次分析（フェーズ１）から,障害者
の賃金に負の影響を及ぼす可能性が示唆されるもの
の,統計学的な観点のみでは十分な解釈が困難であ
り,実際的な観点からの解釈が必要である旨を伝え協
力を求めた.二次分析の結果とその解釈を提示する際
は,あくまでも暫定的なものとして提示し,見逃している
重要な点の指摘や,就労継続支援A型における「賃金
の向上」と「一般就労への移行」の両立の可能性につ
いても意見を求めた.なお,参加者の見解の詳細を正
確に把握するために,各自の見解は終了後に文書に記
述してもらい,これを回収しそれぞれに番号を付して分
析の対象とした.

Ⅲ. 結果と考察
１.フェーズ1:二次分析から推定される「賃金の向上」

と「一般就労への移行」の関係性
　図３は,縦軸を月額平均賃金額,横軸を一般就労移
行率とした散布図である.両変数の関係は一見して読

み取れるほどの明らかな傾向があるわけではないが,
回帰直線は右肩下がりで傾きが負であることが分か
る.表１は,算出した月額平均賃金額と一般就労移行
率の間の相関係数を示している.Pearsonの積率相関
係数も,Spearmanの順位相関係数も,どちらも絶対値
はそれほど大きくないが,共に符号が負であることから,
「一般就労移行率が高いほど,月額平均賃金額が低
い」傾向があることが分かる.ちなみにPearsonの積率
相関係数は危険率5%水準で有意であり,Spearman
の順位相関係数は有意傾向であった.
　より直接的に「賃金の向上」と「一般就労への移行」
の関係性を確認するために,一般就労移行者の有無
別に事業所をグループ化し,そのグループごとの月額
平均賃金額の平均値を算出して,t検定を実施した結
果が表２である.一般就労移行者「なし」の事業所の
月額平均賃金の平均値は,「あり」の事業所と比べて
6,900円高く,この差は統計学的には有意傾向と認め
られた.
　さらに詳細な検討として,事業所の月額平均賃金は,
「法人種別」,「主たる業種」あるいは「総収入に占める
事業売上の割合」といった要因による有意差が認めら
れるため（塩津2016a）,それらの影響をコントロールし
て,「賃金の向上」と「一般就労への移行」の関係性を
検討しておくことも必要である.そこで「法人種別」,「主
たる業種」あるいは「総収入に占める事業売上の割合」
といった要因について統計的に等質なサブグループを

図3　月額平均賃金額と一般就労移行率の散布図

表1　月額平均賃金額と一般就労移行率の相関係数

表2　月額平均賃金額の平均値
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作って比較したのが,表３～５である.順に説明すると,
まず,表３からは,社会福祉法人,NPO法人,株式会社
の各サブグループにおいて,一般就労移行者「なし」の
事業所の月額平均賃金の平均値が,「あり」の事業所
を上回っていることが分かる.これは,全体の傾向と同
様である.一方,その他のサブグループでは,その関係
が逆転していることが分かる.次に,表４からは,主たる
業種が,食品・飲食業,農・園芸業,清掃・クリーニング
業,その他のいずれのサブグループにおいても,一般就
労移行者「なし」の事業所の月額平均賃金の平均値が
「あり」の事業所を上回っていることが分かり,これも
全体の傾向と同様である.最後に,表５からは,総収入
に占める事業売上の割合が,中と高の各サブグループ
では,一般就労移行者「なし」の事業所の月額平均賃
金の平均値が,「あり」の事業所を上回っており,全体
の傾向と同様であるのに対し,低のサブグループでは,
一般就労移行者「なし」の事業所の月額平均賃金の
平均値が,「あり」の事業所を下回っており,その関係が
逆転していることが分かる.

　以上の分析より,「年間の一般就労移行率が高い事
業所ほど,事業所の月額平均賃金額は低い」という仮
説は,おおむね支持してよいように思われた.特に,サブ
グループ分析により明らかとなった,総収入に占める事
業売上の割合の多寡により「賃金の向上」と「一般就
労への移行」の関係性が異なっている点は,この仮説
を支持する説明を補ってくれるようにみえる.つまり,事
業所が,障害者により高い賃金を支払おうと思えば,一
層積極的に生産活動を行い事業売上を上げる必要
がある.そのため,事業売上の高い事業所では,必然的
に一般就労への移行のための支援には注力できなく
なり,それは実現されない.反対に,事業所が一般就労
への移行を重視し,その実現を目指せば,物理的・現実
的問題として,高い事業売上を上げるために行う生産
活動を控えざるを得なくなり,結果的に障害者に高い
賃金を支払えない状況が生じる,と洞察されるのであ
る.
　上記の洞察には一定の説得力があると思われるも
のの,他方,検定の際の有意水準は高めに設定される
など脆弱な面もあり,なお,慎重に解釈される必要があ
る.

２.フェーズ２：フォーカス・グループを通じて把握さ
れた現職の障害者就労支援の実践家の見解

　フォーカス・グループでは,暫定的に提示した二次
分析の結果の解釈について,多様な見解が表明され
たが,全体を通して「理解可能/予想通りで,解釈は妥
当」とする同調的な見解によって,多くが占められてい
た.ただしその中にも,「部分的には別の解釈もできる」

表3　月額平均賃金額の平均値
(法人種別をコントロール)

表4　月額平均賃金額の平均値
(主たる業種をコントロール)

表5　月額平均賃金額の平均値
(総収入に占める事業売上の割合をコントロール)
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